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研究成果の概要（和文）：環境・動物保護団体を市民の意識に影響を及ぼして社会変革をもたらす「社会的イン
フルエンサー」として捉え、その運動理念や組織としての具体的な活動内容について、各種文献の分析やインタ
ビュー調査によって、日本といわゆる欧米を比較する中で考察することが当初の狙いだった。しかし、新型コロ
ナウイルス感染症の拡大で海外調査ができなくなったため、関係するテーマの論文執筆と学会発表に時間を割い
た。具体的には、共著1冊、論文3本、書評2本を書いたほか、1回の学会発表を行なった。

研究成果の概要（英文）：This research considered environmental/animal protection organizations as a 
social influencer that affects our consciousness and brings a social change, aiming to explores the 
organizations' philosophy and activities through literature surveys and interviews with American and
 British organizations. Unfortunately, original object was not accomplished because of the spread of
 Coronavirus, so I concentrated on writing papers and presenting my study at an academic conference.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究の当初の目的は、環境・動物保護団体について、動物福祉先進国と言われるイギリスやアメリカと日本
の現状を比較することで、日本の環境・動物保護運動の理念や活動内容の特徴を明らかにするとともに、会員数
の伸び悩みとそれに伴う社会的影響力の弱さの中で活動することを強いられる日本の環境・動物保護運動に対し
て打開策を提示することだった。さらに、この研究で得られた知見を市民運動全般の活性化に役立てることも狙
った。
　しかし、コロナウイルス感染症の世界的拡大によって内外の調査ができなくなってしまったため、その分の時
間を人間と動物関係の著書や論文、書評の執筆、学会発表に充てた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
ここ数年、欧米の環境・動物保護団体の影響力を国際政治や経済の場で見せつけられる場面が

目立つ。たとえば、南極海での日本の調査捕鯨を国際条約違反とした 2014 年の国際司法裁判所

の判決は、環境保全や動物保護に対する認識が日本と国際社会で大きく異なることを明らかに

した事件だった。また、欧州連合の指令によってヨーロッパ諸国では 2012 年から鶏をバタリー

ケージと呼ばれる狭いかごの中で飼育することが禁止された。イタリアのファッションブラン

ド大手のグッチは、2018 年から動物の毛皮を製品に使用しないと発表した。こうした事案の背

景には、動物の福祉を社会規範の一部に取り入れる「動物福祉」や、動物に人間と同様の権利を

認める「動物権」の思想がある。そして、こうした思想を市民の間に広めたり実践に移すことを

求める上で、環境・動物保護団体が大きな役割を果たしている。 

一方、日本では犬や猫を可愛がっても家畜の福祉に対する関心は低いし、毛皮製品の購入に違

和感を持つ人は少ない。日本の環境・動物保護団体は会員数の伸び悩みによって十分な活動資金

を得ることができず、有志が手弁当で活動を支えている状況であり、専属スタッフを数十人抱え

る欧米の団体とは大きな違いがある。こうした欧米と日本における環境・動物保護団体の活動の

違いがどこから生じるのかを探求したいという思いが研究の出発点だった。 

 申請者はこの 25 年ほど、捕鯨問題を切り口に、人間と動物の関係を様々な観点から研究して

きた。十分とは言えないものの、主に英米の哲学者・倫理学者が書いた動物関連の文献を読み進

めてきたほか、内外の動物保護団体のサイトや会報に定期的に目を通すことによって、実際の動

物保護活動について適宜最新情報の入手にも努めてきた。イギリス留学時代にインタビューし

た内外の動物保護活動家とは現在も連絡を取り合っており、留学時代の知り合いの中にはイギ

リスで自前の動物保護団体を立ち上げた友人もいる。このように、研究に向けた準備は概ね整っ

ていると考えた。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、環境・動物保護団体について、動物福祉先進国と言われるイギリスやアメリ

カと日本の現状を比較することで、日本の環境・動物保護運動の理念や活動内容の特徴を明らか

にするとともに、会員数の伸び悩みとそれに伴う社会的影響力の弱さの中で活動することを強

いられる日本の環境・動物保護運動に対して打開策を提示することだった。さらに、この研究で

得られた知見を市民運動全般の活性化に役立てることも狙った。 

日本にはこれまで、法学者による動物法の解説書（青木 2016 など）、哲学者による動物倫理

の紹介書（伊勢田 2008 など）、公害問題に対する地域住民の反対運動などを記述した環境社会

学者による報告書の蓄積がある。しかし、環境・動物保護団体の活動が市民意識の構築や国の動

物保護政策にどのように関係しているのか、逆に日本人の自然観や宗教意識がこうした団体の

理念や活動にどのような影響力を与えているのかについての研究はなおざりにされてきた。こ

れは、個々の環境・動物保護団体の規模が小さく社会的影響力が軽微なことから、主要な研究対

象とみなされてこなかったことが関わっていると思われる。環境問題は人類全体の喫緊の課題

と言われて久しいが、環境・動物保護団体の活動内容や理念を社会全体や市民意識との関わりの

中で考察することには大きな意義がある。 

環境・動物保護運動を市民意識の構築や社会変革との関わりの中で考察する本研究はまた、東

日本大震災などの大災害時に献身的なボランティア活動が行なわれる一方で、特定秘密保護法

に反対する学生や市民の抗議活動が国民の広範な支持を得られずに尻すぼみに終わったり、広



島や長崎の平和運動が（核兵器廃絶キャンペーン＝ICAN の活動を例外として）国内では長期停

滞を余儀なくされている現状を打開するための指針を提示することも狙ったものだった。 

 
３．研究の方法 

研究の分析枠組みとして使うのは、主に組織の経済的ニーズなどの面から社会運動を捉える

「資源動員論」、市民的アイデンティティの源泉として社会運動を考える「新しい社会運動論」

の 2 つである。環境・動物保護団体の会員数や財政状況については、主に当該組織のホームペー

ジやパンフレット、年次報告書の分析が中心となるが、アメリカの環境・動物保護団体について

は慈善組織の評価で有名な「チャリティー・ナビゲーター」のサイトを利用する。組織としての

理念、思想的背景、社会的役割を探るために、当該組織の責任者や担当者に対してインタビュー

調査を実施する予定だった。 

調査対象のうち環境・動物保護団体の社会的役割については、環境・動物保護団体が当該国の

環境・動物保護法令の制定や改正で演じた役割の考察が研究の中心だった。たとえば日本の動物

保護制度の柱となっているのは「動物の愛護及び管理に関する法律」（動物愛護法）であり、2013

年の同法改正時には主要な動物保護団体がパブリックコメントの一環として要望書や質問書を

提出し、その一部が実際の法改正に反映された。アメリカやイギリスでも動物保護について同様

の基本法があり、各国の環境・動物保護団体が法令の制定や改正で大きな役割を果たしてきた。

環境・動物保護法令の過程調査は、各国の環境・動物保護団体の社会的影響力を比較するのに格

好の材料となると思われた。 

インタビューを予定したのは、【日本】グリーンピース・ジャパン、WWF ジャパン、地球生物会

議(ALIVE) 、【アメリカ】全米人道協会（HSUS）、動物の倫理的扱いを求める人々の会（PETA）、

グリーンピース USA、【イギリス】英国動物虐待防止協会（RSPCA）、世界動物保護協会（WAP）、グ

リーンピース UK。日本の調査は 2019 年度、イギリス調査は 2020 年度、アメリカ調査は 2021 年

度の予定で、研究最終年度となる 2022 年度に研究成果を日本社会学会で発表するとともに、報

告書を作成する予定だった。 

 

４．研究成果 

2020 年からのコロナウイルス感染症の世界的流行によって海外調査が不可能となり、予定が

大きく狂ってしまった。このため、2019～2022 年度の 4年間だった調査期間を 2023 年度まで 1

年間延長して、感染症の流行収束が見えた 2023 年夏の調査旅行を企画した。しかし、同年夏に

家族の不幸（実母の死）があり、調査を断念することになった。予定していた調査ができない分、

書籍の刊行、論文と書評の執筆、学会発表に時間を割いた。下記が調査期間中における研究成果

である。 
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